
 
復興交付金事業計画 

 
計画名称 
    宮城県塩竈市復興交付金事業計画 
 
計画策定主体 
    宮城県・宮城県塩竈市 
 

計画期間 
    平成２３年度～平成２７年度 
 
計画区域 
     添付図のとおり 
※計画区域、区域の現況及び事業を実施する場所がわかる図面を添付してください。 
計画区域における震災による被害の状況 

 
【津波浸水範囲】 
 津波浸水範囲は、本土地区で市域面積の約２２％に達し、離島の浦戸地区では、全島

で居住区域が浸水する甚大な被害 
【人的被害】（平成２３年１０月１１日現在） 
 死者 ４７名（市内で亡くなられた市民１７名、市外で亡くなられた市民３０名） 
 災害関連死 １０名（市が設置する専門家の委員会によって震災と因果関係があると認

定されたもの） 
【住家等の被害】（平成２３年１０月１８日現在） 
津波及び地震により、住家と非住家を合わせて１２,０６１件が被災（り災証明書発行状
況より） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【被害金額】（平成２３年１１月１日現在） 
 被害金額合計 １１０,４４１,６６５千円 
  うち 建築物    ６０,０３９,５６６千円（被災建物） 
     民間施設等  １２,８００,０００千円（工業関係、商業関係） 
     農林水産関係 ２７.２１３,９４９千円（共同利用施設、塩釜漁港施設等） 

 

 

（単位：戸）



 1

震災の被害からの復興に関する目標 
 
 平成２３年１２月に決定・公表した「塩竈市震災復興計画」において、基本理念として 
「長い間住みなれた土地で、安心した生活をいつまでも送れるように」を掲げ、 

① 生活基盤の再生、多様な担い手の連携による地域社会の構築 
② 安全で安心して暮らせる災害に強いまちづくりの推進 
③ 基幹産業、商工業、観光業の再生・復興、地域経済を活性化 
を目標とした。 
 基本理念の実現のため、基本的な方針として、（１）住まいと暮らしの再建、（２）安全

な地域づくり、（３）産業・経済の復興、（４）放射能問題に対する取り組み、（５）浦戸地

区の復興 を掲げ、震災からの復興を図ることとしている。 
また、特に津波により甚大な被害を受けた沿岸地区の復興を図るため「沿岸地区の復興

のイメージ」として地区ごとに「復興の方向性」と「具体の取組」を位置づけている。 
 地区ごとの復興の方向性・目標は下記のとおりである。 
【港町地区】道路や周辺地区の嵩上げなど面的整備を促進し、居住性・防災性の向上を図

る。また、仙台圏唯一の駅隣接ベイエリアとして再開発し、マリンゲート塩釜周辺の賑

わいの拠点性の強化を図る。 
【北浜地区】宮城県による北浜緑地護岸の早期整備を促進し、防災・防潮機能の強化を図

ることとあわせ、北浜緑地護岸背後地について景観形成に配慮した整備を促進。また、

道路冠水や狭あい道路を解消し、職住近接型の良好な居住環境の形成を促進。 
【本塩釜駅周辺地区】駅周辺において、避難場所、避難所等への誘導を図るための避難・

防災機能を有した回遊性のある歩行空間を整備。また、国道４５号の嵩上げとあわせ、

海岸通地区周辺の再開発を促進。 
【藤倉地区】狭あい道路の解消や密集市街地の環境改善を図り、地域の防災性向上を推進。

また、道路の早期復旧や地盤嵩上げ、下水道施設の機能強化を推進し地区内の冠水解消

を図るなど、良好な居住環境を整備。 
【新浜地区】産業拠点の安全性向上に向け、防潮堤の整備を促進。また、漁港施設の早期

復旧とあわせ、魚市場の高度利用化に向け魚市場を再整備。さらに、水産加工団地の液

状化対策と未利用地への企業誘致を推進。 
【浦戸地区】コミュニティ単位での近接への高台移転を推進し、医療・福祉機能を備えた

施設整備を検討し、安心して住み続けられる生活環境を形成。浅海養殖漁業については、

漁業環境の復興にあわせ、漁港施設及び共同利用施設を早期に復興。また、観光施設を

早期に復旧するとともに、観光資源となるような景観形成を促進。 
対象事業の詳細 

 様式１－２、１－３、１－４、１－５ 
基金設置の有無・基金設置の時期 
有 （基金設置主体：宮城県・宮城県塩竈市 ）／ 無（           ） 

（基金設置の時期：平成２４年３月 ） 
※該当を  で囲んで下さい 
復興ビジョン、復興計画、復興プラン等 

塩竈市震災復興計画（平成２３年１２月 塩竈市）（別添） 
 

※特定市町村又は特定都道県が独自に、域内の復興に関する構想、そのために必要となる
施策等を取りまとめた文書を作成している場合には、その文書を添付してください。 



 

 


